
 
 

審 査 申 立 書 
 

名古屋 検察審査会 御 中 

 

受 

付 

印 

 

申立 年月 日 令和 ７年 ６月 １８日 

（資格 ）□ 告訴人 ■ 告 発 人 □請求 をした 者 □ 被 害 者 □ 遺族  

申立人 
（住居 ）〒 ４６０－０００２ 

     名古屋市中区丸の内三丁目 7番 9 号 

チサンマンション丸の内第２ ５０２ 

（電話 ） 0 5 2 - 9 5 3 - 8 0 5 2  

ふ りがな  なごやしみんおんぶずまん だいひょう たきた せいいち 

（氏名 ） 名古屋市民オンブズマン 

代表 滝田 誠一 印 
 

（生年 月日 ）□大正 □昭 和 □平成 年 月  日 生 
 

□その 他の 申立人は（ □備 考欄，□ 別紙） のとお り 

（資格 ）□ 委任 □法 定 
 

（住居 ）〒 － 
 
申立 代理 人 

（電話 ） 
 

（氏名 ） 印 

罪 名  政治資金規正法違反 

 
不起 訴処 分 

令和 ６年 １２月１１日 令和６年 名検事 第１０６５０号  

不起 訴処 分 名古屋地方 支 部 
■検事 □ 副検事 □検察 事務官  

を し た 検 察 庁 
                       （氏名 ）    髙 一学 

検 察 官 区 

（住居 ）〒451-0042 
 
             名古屋市西区那古野 2-23-21 デラ・ドーラ６C 

（職業 ） 参議院議員 
被 疑 者 

（氏名 ）藤川 政人 
 

（生年 月日 ）□大正 ■昭 和 □平成  35 年 7 月 8 日 生 
 

■その 他の 被疑者は（ □備 考欄，■ 別紙） のとお り 

※  申 立 人 又 は 被 疑 者 が 複 数 の 場 合 は ， 備 考 欄 又 は 別 紙 を 利 用 し て 作 成 し て 
ください 。 

※ 記 載事項 で不明な ものがあ る場 合は ，「不 明」と 記載して ください 。 



 

被疑 事実 の要旨  

 

 別紙２のとおり 

 
 

不起 訴処 分を不当と する 理由  

 

  

被告発人らが被疑事実の要旨に記載した政治資金規正法違反の行為をしたこと

は、被告発人らが作成した政治資金収支報告書の記載と愛知県内の各支部で作成

された政治資金収支報告書の記載に食い違いがあることからして客観的に明らか

である。検察官は、被告発人らや各支部の会計責任者らを追及し、その刑事責任

を明らかにする職責があるにも関わらず、これを不起訴としたことは、職務懈怠

というほかない。 

 また、自由民主党本部において同種の不記載が行われたケースで東京地検特捜

部は金額が 4000 万円未満の者を起訴猶予としているが、本件における虚偽記載の

金額は合計 72,635,800 円に達しており、被告発人４名が関わっていたとはいえ、

自由民主党本部よりはるかに財政規模が小さいと思われる愛知県支部連合会にお

ける行為であることに鑑みれば起訴されてしかるべきである。 

 

よって、本件不起訴処分は不当である。 

 
 

備 考 

 

 

 

 

 
 

 

 

※  被疑事実の要旨 欄， 不 起訴処分を不当とす る 理 由欄が不 足する 場合は ， 

 備 考欄 又は別 紙を利用 して作 成してく ださ い。  

 
  



 

別紙 

 

1       （住居）〒496-0875 津島市下新田町 2丁目 86 番地 

       （職業）愛知県議会議員 

       （氏名）中野治美 

       （生年月日）昭和 30 年 6 月 14 日 

 

２      （住居）〒486-0844 春日井市鳥居松町 4-68 シティ春日井 1階 

       （職業）衆議院議員 

       （氏名）丹羽秀樹 

       （生年月日）昭和４７年１２月２０日 

 

３      （住居）〒496-0913 愛西市西條町東善太 149 番地 

       （職業）愛知県議会議員 

       （氏名）横井五六 

       （生年月日）昭和３１年６月２２日 
  



別紙２ 

 

 被告発人らは、政治資金規正法１２条１項、２項、１８条４項により、愛知県選

挙管理委員会に提出すべき自由民主党愛知県支部連合会（以下、「自民党愛知県

連」という。）の政治資金収支報告書につき、同条項に記載したされたすべての収

入および支出について記載すべき義務があるにもかかわらず、各年度の代表者およ

び会計責任者において共謀の上、  

 

第１ 自由民主党愛知県内各支部（以下、「各支部」という。）に対する支出の

記載につき、本来は各支部が収支報告書に収入として記載した金額（別表

1、3、5、7の各②記載の金額）を記載すべき義務があるのに、令和元年は

別表１番号 1ないし２１、同２３、同２６ないし２７、同２９ないし３０、

同３２ないし３４、同３８ないし３９については支出の記載をせず、同２

２、同２４ないし２５、同２８、同３１、同３５ないし３７については事実

に反する別表１の①記載の金額を記載することで、虚偽の記載をし、令和 2

年は別表 3番号１ないし２０、同２２ないし３０、同３２ないし３４、同３

６については支出の記載をせず、同２１、同３１、同３５については事実に

反する別表３の①記載の金額を記載することで、虚偽の記載をし、令和３年

は別表５番号１ないし１９、同２１、同２４ないし３３、同３５ないし３６

については支出の記載をせず、同２０、同２２ないし２３、同３４、同３７

については事実に反する別表５の①記載の金額を記載することで、虚偽の記

載をし、令和４年は別表７番号１ないし２０、同２５ないし２７、同２９な

いし３０、同３２、同３４ないし３５、同３７については支出の記載をせ

ず、同２１ないし２４、同２８、同３１、同３３、同３６、同３８ないし４

２については事実に反する別表７の①記載の金額を記載することで、虚偽の

記載をし、 

 

第２ 各支部からの収入の記載につき、本来は各支部が収支報告書に支出と記載

した金額（別表 2、4、6、8の各④記載の金額）を記載する義務があるの

に、令和元年は別表２番号１ないし３の収入について、令和 2年は別表 4番

号１ないし３の収入について、令和３年は別表６番号１ないし４の収入につ

いて、令和４年は別表８番号１ないし５の収入について、それぞれ収入の記

載をせず、 

  

  それぞれの不記載または虚偽記載をした収支報告書を愛知県選挙管理委員会に

提出したものである。 

 被告発人らの前記行為は、政治資金規正法２５条１項２号３号及び刑法６０条

に違反する。 




